
【日本プラネタリウム協議会 規約】 

制  定：２００６年６月１日 

最近改正：２０２１年７月２日 

施  行：２０２１年７月３日 

第１章 総則 

（名称） 

第１条 本会は、日本プラネタリウム協議会という。英文では Japan Planetarium Association、略称を JPA

と表記する。 

（事務所） 

第２条 本会は、事務所を細則に定めるところに置く。 

第２章 目的及び事業 

（目的） 

第３条 本会は、プラネタリウム施設・団体及び個人の交流と連携のもとに、プラネタリウムの進歩発展

を図り、豊かな文化の創造、科学教育及び天文普及に寄与することを目的とする。 

（事業） 

第４条 本会は、第３条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）研究発表会、各種研修等の開催 

（２）調査研究等の実施 

（３）機関誌等の発行 

（４）会員相互間及び、関連機関等の交流と連携 

（５）社会全般に対しての周知活動 

（６）その他、目的を達成するために必要な事業 

第３章 会員 

（種別） 

第５条 本会は、会員をもって構成する。 

会員は，次のとおりとする。 

・正会員 プラネタリウムまたは関連する分野に携わり、本会の運営に責任をもつ施設、団体及び個人 

・個人会員 本会の目的に賛同し，活動に協力する個人 

・賛助会員 本会の事業を援助する個人または団体 

（入会） 

第６条 会員の入会については、特に条件を定めない。 

２ 会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書により、理事長に申し込むも

のとし、理事長は、正当な理由がない限り、入会を認めなければならない。 

３ 理事長は、前項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面をもって本人にその旨

を通知しなければならない。 

（会費） 

第７条 会員は、総会において別に定める会費を納入しなければならない。 



２ 会費は次の方法により納入するものとする。 

（１）金銭による納入 

（２）その他、細則に定める方法等 

（会員の資格の喪失） 

第８条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、その資格を喪失する。 

（１）退会届の提出をしたとき 

（２）本人が死亡し、又は会員である団体が消滅したとき 

（３）継続して１年以上会費を滞納したとき 

（４）除名されたとき 

（退会） 

第９条 会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会することができる。 

（除名） 

第１０条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決により、これを除名することが

できる。この場合、その会員に対し、議決の前に弁明の機会を与えなければならない。 

（１）この規約等に違反したとき 

（２）本会の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき 

（拠出金品の不返還） 

第１１条 既納の会費及びその他の拠出金品は、返還しない。 

第４章 役員及び職員 

（種別及び定数） 

第１２条 本会に次の役員を置く。 

（１）理事 ３人以上８人以内 

（２）監事 １人以上２人以内 

２ 理事のうち、１人を理事長、１人以上を副理事長とする。 

（選任等） 

第１３条 

理事は正会員（施設または団体にあっては構成員から１名）の中から、また、監事は正会員（施設または

団体にあっては構成員から１名）または個人会員の中から総会において選任する。 

２ 理事長及び副理事長は、理事の互選とする。 

３ 監事は、理事又は本会の職員を兼ねることができない。 

（職務） 

第１４条 理事長は、本会を代表し、その業務を総理する。 

２ 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故あるとき又は理事長が欠けたときは、理事長があ 

らかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。 

３ 理事は、理事会を構成し、この規約の定め及び理事会の議決に基づき、本会の業務を執行する。 

４ 監事は、次に掲げる職務を行う。 

（１）理事の業務執行の状況を監査すること 

（２）本会の財産の状況を監査すること 



（３）前２号の規定による監査の結果、本会の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは規約に

違反する重大な事 

実があることを発見した場合には、これを総会に報告すること 

（４）前号の報告をするため必要がある場合には、総会を招集すること 

（５）理事の業務執行の状況又は本会の財産の状況について、理事に意見を述べ、若しくは理事会の招集

を請求すること 

（任期等） 

第１５条 

役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠のため、又は増員によって就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の任期の残存

期間とする。 

３ 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わなければならな

い。 

（欠員補充） 

第１６条 理事又は監事のうち、その定数の下限の３分の１を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれ

を補充しなければならない。 

（解任） 

第１７条 役員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決により、これを解任することが

できる。この場合、その役員に対し、議決する前に弁明の機会を与えなければならない。 

（１）心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき 

（２）職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき 

（職員） 

第１８条 本会に、事務局長その他の職員を置くことができる。 

２ 職員は、理事長が任免する。 

第５章 削除 

第１９条から第３２条まで 削除 

第６章 総会 

（種別） 

第３３条 本会の総会は、通常総会及び臨時総会の２種とする。 

（構成） 

第３４条 総会は、正会員（施設または団体にあっては構成員から１名）をもって構成する。 

（権能） 

第３５条 総会は、以下の事項について議決する。 

（１）規約の変更 

（２）解散 

（３）合併 

（４）事業計画及び収支予算並びにその変更 

（５）事業報告及び収支決算 



（６）役員の選任又は解任、職務及び報酬 

（７）会費の額 

（８）その他運営に関する重要事項 

（開催） 

第３６条 通常総会は、毎事業年度１回開催する。 

２ 臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

（１）理事会が必要と認め招集の請求をしたとき 

（２）正会員総数の２分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請求があっ

たとき 

（３）第１４条第４項第４号の規定により、監事から招集があったとき 

（招集） 

第３７条 総会は、第３６条第２項第３号の場合を除き、理事長が招集する。 

２ 理事長は、第３６条第２項第１号及び第２号の規定による請求があったときは、その日から３０日以

内に臨時総会を招集しなければならない。 

３ 総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面をもって、少なくとも

１０日前までに通知しなければならない。 

４ 臨時総会において、会員の招集が困難な場合には、書面決議をもって総会の議決とみなすことができ

る。 

（議長） 

第３８条 総会の議長は、その総会において、出席した正会員（施設または団体にあっては構成員 

から１名）の中から選出する。 

（定足数） 

第３９条 総会は、正会員（施設または団体にあっては構成員から１名）総数の３分の１以上の出席がな

ければ開会することができない。 

（議決） 

第４０条 総会における議決事項は、第３７条第３項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。 

２ 総会の議事は、この規約に規定するもののほか、出席した正会員（施設または団体にあっては構成員

から１名）の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（表決権等） 

第４１条 各正会員（施設または団体にあっては構成員から１名）の表決権は、平等なるものとする。 

２ やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項について書面もし

くは電磁的方法をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を委任することができる。 

３ 前項の規定により表決した正会員は、第３９条、第４０条第２項、第４２条第１項第２号及び第５９

条の適用については、総会に出席したものとみなす。 

４ 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わることができない。 

（議事録） 

第４２条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

（１）日時及び場所 



（２）正会員総数及び出席者数（書面もしくは電磁的方法による表決者又は表決委任者がある場合にあ

っては、その数を付記すること。） 

（３）審議事項 

（４）議事の経過の概要及び議決の結果 

（５）議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が署名、押印しなければな

らない。 

第７章 理事会 

（構成） 

第４３条 理事会は、理事をもって構成する。 

（権能） 

第４４条 理事会は、この規約で定めるもののほか、次の事項を議決する。 

（１）総会に付議すべき事項 

（２）総会の議決した事項の執行に関する事項 

（３）その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項 

（開催） 

第４５条 理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

（１）理事長が必要と認めたとき 

（２）理事総数の２分の１以上から招集の請求があったとき 

（３）第１４条第４項第５号の規定により、監事から招集の請求があったとき 

（招集） 

第４６条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長は、第４５条第２号及び第３号の規定による請求があったときは、その日から３０日以内に理

事会を招集しなければならない。 

３ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面をもって、少なくと

も５日前までに通知しなければならない。 

（議長） 

第４７条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。 

（議決） 

第４８条 理事会における議決事項は、第４６条第３項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。 

２ 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（表決権等） 

第４９条 各理事の表決権は、平等なるものとする。 

２ やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項について書面もし

くは電磁的方法をもって表決することができる。 

３ 前項の規定により表決した理事は、第５０条第１項第２号の適用については、理事会に出席したもの

とみなす。 

４ 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わることができない。 



（議事録） 

第５０条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

（１）日時及び場所 

（２）理事総数、出席者数及び出席者氏名（書面もしくは電磁的方法による表決者にあっては、その旨を

付記すること。） 

（３）審議事項 

（４）議事の経過の概要及び議決の結果 

（５）議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が署名しなければならない。 

第８章 資産及び会計 

（資産の構成） 

第５１条 本会の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 

（１）設立当初の財産目録に記載された資産 

（２）会費 

（３）寄付金品 

（４）財産から生じる収入 

（５）事業に伴う収入 

（６）その他の収入 

（資産の管理） 

第５２条 本会の資産は、理事長が管理し、その方法は、総会の議決を経て、理事長が細則に定める。 

（会計の原則） 

第５３条 本会の会計は、正規の簿記の原則、真実性、明瞭性の原則及び継続性の原則に従って行うもの

とする。 

（事業計画及び予算） 

第５４条 本会の事業計画及びこれに伴う収支予算は、理事長が作成し、総会の議決を経なければならな

い。 

（暫定予算） 

第５５条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、理事長は、理事

会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収入支出することができる。 

２ 前項の収入支出は、新たに成立した予算の収入支出とみなす。 

（予備費の設定及び使用） 

第５６条 予算超過又は予算外の支出に充てるため、予算中に予備費を設けることができる。 

２ 予備費を使用するときは、理事会の議決を経なければならない。ただし、予備費総額の１０分の１（端

数切捨て）までは理事長専決にて使用することができる。 

（事業報告及び決算） 

第５７条 本会の事業報告書、収支計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、毎事業年

度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なければならない。 

２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。 



（事業年度） 

第５８条 本会の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

第９章 規約の変更、解散及び合併 

（規約の変更） 

第５９条 本会が規約を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の２分の１以上の多数による議

決を得なければならない。 

（解散） 

第６０条 本会は、次に掲げる事由により解散する。 

（１）総会の決議 

（２）目的とする事業の成功の不能 

（３）会員の欠亡 

（４）合併 

（５）破産 

２ 前項第１号の事由により本会が解散するときは、会員総数の３分の２以上の承諾を得なければならな

い。 

（残余財産の帰属） 

第６１条 本会が解散（合併又は破産による解散を除く。）したときに残存する財産は、特定非営利活動法

人もしくは公益法人に譲渡するものとする。 

（合併） 

第６２条 本会が合併しようとするときは、総会において正会員総数の３分の２以上の議決を得なければ

ならない。 

第１０章 公告の方法 

（公告の方法） 

第６３条 本会の公告は、本会の掲示場に掲示するとともに、インタ－ネットのホ－ムペ－ジに掲載して

行う。 

第１１章 雑則 

（細則） 

第６４条 この規約の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれを定める。 

附 則 

１ この規約は、２００６年６月１日から施行する。 

２ 本会の設立当初の役員は、次に掲げる者とする。 

理事 青木 良夫 

理事 北原 政子 

理事 菅原 賢 

監事 若宮 崇令 

３ 本会の設立当初の役員の任期は、第１５条第１項の規定にかかわらず、成立の日から平成１９年５月

３１日までとする。 

４ 本会の設立当初の事業計画及び収支予算は、第５４条の規定にかかわらず、設立総会の定めるところ



によるものとする。 

５ 本会の設立当初の事業年度は、第５８条の規定にかかわらず、成立の日から平成１９年５月３１日ま

でとする。 

６ 本会の会費は、平成１９年５月３１日までの期間は、第７条の規定にかかわらず０円とする。 

７ 理事長、副理事長が選出されるまでの期間は、理事会が合議の上その職務を代行する。 

（改正） 

・２００６年７月４日 附則７ 改定 

・２００６年１２月４日 第１条 （名称の変更） 

（旧） 新プラネタリウム会 → （新）日本プラネタリウム協議会 

・２００７年６月２０日 第２５条２ 第５３条 第６１条 改定 

・２０１０年６月１４日 第５章（第１９－３２条）削除 

第１－５、８、１０、１２－１４、１７、１８、３３、３６、４１，４２、４４、４５、４９－５４、５

７－６３ 一部改定 

・２０１４年６月２日 第５、１３、３４、３６、３８－４２、５９条改定 

・２０１８年６月４日 第１２、１３、１６、３７条 一部改定 

・２０２１年７月 2 日 第２条、第４６条３、第５６条２ 一部改訂  

 

 

  



【日本プラネタリウム協議会 細則】 

＜事務所に関する細則＞ 

第１条 日本プラネタリウム協議会規約第２条の事務所は、愛知県名古屋市中区栄二丁目１７番１号 

名古屋市科学館内に置く。本会の所在地は上記事務所とする。 

 

＜会費に関する細則＞ 

第１条 規約第７条の年会費の納入については以下のとおりとする。 

（１）現金による納入 

（２）会誌購読費による納入 

（３）その他、理事会が承認した方法による納入 

第２条 本会の会費は以下のとおりとする。 

（１）正会員 １万円 

（２）個人会員 ４０００円 

（３）賛助会員 １口１万円 

 

＜会員種別に関する細則＞ 

（目的） 

第１条 日本プラネタリウム協議会規約第５条の規定に従い、会員の種別、権利、義務、その他手続き等

の細目を定める。 

（会員の種別） 

第２条 会員の種別は規約第５条に定める、正会員、個人会員、賛助会員とし、その申請および種別変更

は別に定める手続きに従う。 

（会員の義務） 

第３条 

１ 会員は、会員種別毎に、会費に関する細則に定められた会費の納入義務が生じる。 

２ 正会員は、規約に定められた総会へ出席し、議案審議及び議決に参加する義務がある。 

（会員の権利・特典） 

第４条 

１ 正会員は、総会において議決権を行使する。 

２ 正会員、個人会員、賛助会員は、本会が行う事業の企画・運営をする。 

３ 正会員、個人会員、賛助会員は、本会が行う事業の遂行・実施に参加する。 

４ 正会員は、理事及び監事の選出において、別に定める手続きに従い、選挙権および被選挙権を行使す

る。個人会員は、監事の選出において、被選挙権を行使する。 

５ 正会員、個人会員、賛助会員は、定期刊行物に投稿し、研究発表・実践報告会で発表する。 



６ 正会員、個人会員、賛助会員は、定期刊行物および研究発表集録等の配布を受ける。その購読料は会

費に含まれる。 

７ 正会員、賛助会員は、大会において宣伝活動ができる。方法は別に定める手続きに従う。 

８ 正会員、賛助会員は、広告を定期刊行物に載せることができる。掲載の詳細については別に定める手

続きに従う。 

（会員種別の変更） 

第５条 

１ 会員種別の変更は会員自身の申し出により、疑義のない限り認めるものとする。 

２ 会員種別の変更は当該年度当初の一回限りとし、年度途中の変更は認めない。 

 

会員種別毎の義務・権利・特典 

条項 要件 項目 正会員 個人会員 賛助会員 

３－１ 義務 会費納入 義務 義務 義務 

３－２ 義務 総会参加 義務 傍聴 傍聴 

４－１ 権利 総会議決権 有 無 無 

４－２ 権利 ワ－キンググル－プ運営 有 有 有 

４－３ 権利 ワ－キンググル－プ参加 有 有 有 

 
権利 ワ－キンググル－プ旅費補助 有 無 無 

 
権利・特典 全国大会参加 優先 有 有 

 
権利・特典 全国研修会参加 優先 有 有 

 
権利 全国研修会助成 有 無 無 

４－４ 権利 理事被選挙権 有 無 無 

 
権利 監事被選挙権 有 有 無 

４－５ 権利・特典 会誌投稿 優先 有 有 

 
権利・特典 発表活動 優先 有 有 

４－６ 権利 刊行物の配布 有 有 有 

４－７ 権利・特典 大会での宣伝活動 有 無 優先 



条項 要件 項目 正会員 個人会員 賛助会員 

４－８ 権利・特典 広告掲載 有 無 優先 

 

＜役員候補選出についての細則＞ 

（選挙管理委員会） 

第１条 役員候補選出のための選挙は、選挙管理委員会が管理する。 

（１）選挙管理委員は、理事長が理事会の同意を得て、会員の中から３名以上に委嘱する。 

（２）選挙管理委員の任期は、委嘱を受けた日から理事候補者および監事候補者が理事、監事に選任され

た総会終了日までとする。 

（３）選挙管理委員長は、委員の互選により決定される。 

（４）選挙管理委員会は委員長が招集する。ただし、委員長が未決定の際には、理事長が招集する。 

（有権者の確定） 

第２条 選挙にかかる選挙権および被選挙権を有する会員（有権者）は、次のように決定される。 

（１）有権者の確定は、投票締切日より 30 日前から 90 日前までの間で選挙管理委員会が定める日を基

準日（以下「有権者の確定基準日」）とし、その時点での正会員を役員選挙における有権者とする。ただ

し、監事候補の被選挙権の有権者は、有権者の確定基準日における個人会員を含める。新規会員の選挙

権、被選挙権は、役員交代の前年度に会員として受理され、有権者の確定基準日までに年会費を収めたも

のとする。 

（２）選挙管理委員会は、有権者を掲載した「有権者名簿」を作成し、会員に公開する。 

（３）正会員が、有権者の確定基準日以降、投票用紙の配布までに退会あるいは会員種別を変更した場合

は、それを受理された時点で選挙権および被選挙権を失う、あるいは会員種別毎の選挙権および被選挙

権に変更される。 

（選挙の方法） 

第３条 理事および監事候補は、正会員による直接選挙により選出され、選挙は次のように行われる。 

（１）選挙管理委員会は、投票締切日より５０ 日前までに選挙の公示を行う。 

（２）自薦・他薦により立候補をすることができる。 

（３）立候補の届出は、選挙管理委員会が定めた方法により、定められた期日までに行われるものとす

る。 

（４）選挙管理委員会は選挙権を有する正会員に、投票締切日より１５ 日前までに立候補者名を知らせ、

投票用紙を配布する。 

（５）投票は無記名投票とし、規定の投票用紙を用い、正会員は個人･団体を問わず一会員一票とする。 

（６）指定の期日までに選挙管理委員会が受け取ったものを有効投票とする。なお、規定の投票用紙に正

会員本人が記入することが困難な場合は、代理人による投票用紙の記入を可とする。 

（７）開票は、選挙管理委員会が行う。会員は開票に立ち合うことができる。 

（８）選出される理事候補、監事候補は規約第１２条に基づき次のとおりとする。 

    理事候補 ３人以上８人以内、監事候補 １人以上２人以内 



（９）選挙管理委員会は開票後速やかに理事候補、監事候補の開票結果を理事会に報告する。理事長は開

票結果に従い、規約第１３条に基づき直近の総会で理事候補、監事候補を示し、正会員による選任を得な

ければならない。 

（１０）立候補者数が定数の上限以内であった場合は、理事又は監事あるいはその両方の選挙を省略す

る。 

 

＜財務会計細則＞ 

（目的） 

第１条 この規則は日本プラネタリウム協議会（ 以下「本会」とする。） の財務および会計に関する基

準を定め、業務の適正かつ効率的な実施を図る事を目的とする。 

（準拠規則） 

第２条 本会の会計にかかる業務は本会規約第８章の定めるところによる。領収証の要件、収入及び支

出の仕訳は、別に定める収支計算書の査定基準に関するマニュアルに準拠する。 

（会計事務の統括） 

第３条 理事長は、本会の財務及び会計に関する業務を統括するものとする。 

（会計年度） 

第４条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わるものとする。 

（会計責任者の任命と任期） 

第５条 本会は役員として会計担当理事１名をおく。 

（資金の管理） 

第６条 会計担当理事は、現金、預金及びその他の資産を安全に管理するとともに帳簿及び領収証の管

理及び保管を行う。 

（収支計算書の作成） 

第７条 会計担当理事は本会の定める期間に合わせ、収支計算書を作成し提出する。 

（帳簿の種類） 

第８条 本会は出納帳簿として会計収支簿を備え、全ての取引を記入し、毎年度集計を行う。また、領収

証台帳、徴収簿を補助簿として記入及び管理する。 

（会計書類の保存期間） 

第９条 出納帳及び領収証の保存期間は３年間とする。年間の予算書、決算書は紙媒体により、永年保存

する。 

（会費） 

第１０条 本会規約第７条に基づき運営のために会員から会費を徴収する。 

２ 徴収金額は細則、徴収期間については年度予算に定めるところによる。 

３ 会費は金銭による納入とする。その他金銭以外の方法は当面これを認めない。 

（滞納） 

第１１条 会計担当理事は、構成員からの会費の徴収状況を把握し、会員からの要求があるときに開示

できるよう資料を用意しなくてはならない。また、徴収期間中に払込みをしなかった会員を滞納者とし



て管理し、その払込みを督促し、収入の確保を図らなければならない。 

（徴収権放棄） 

第１２条 滞納者から会費を徴収できないと判断した場合、本会規約第８条（３）により、理事長はその

滞納者を会員から除外し、徴収権を放棄する事が出来る。 

（予算） 

第１３条 理事長は、年度事業計画に基づき、当該年度における収支計画及び実施計画を作成し、総会の

承認を得るものとする。 

２ 会計担当者理事は、予算差し引き簿を作成し、予算執行状況を把握するものとする。 

３ 理事長は必要に応じて補正予算を作成し、理事会に諮り総会の承認を得るものとする。 

（決算） 

第１４条 会計担当理事は会計年度末日において出納帳簿及び補助簿を締切り、決算報告書を作成し、

理事会に諮り総会の承認を得るものとする。 

（監査） 

第１５条 監事は本会規約第５７条に従い、現金監査･業務監査を行い、総会に報告するものとする。 

 

＜会員に関する細則＞ 

第１条 再入会 

 規約第８条（３）の事由により会員資格を喪失した会員が再入会を希望した場合、会員資格を喪失した

直後の７月１日以降で認める。また、規約第８条（４）の事由により会員資格を喪失した会員が再入会を

希望した場合、除名の原因となった事項の改善等を記した文書を理事長に提出し、総会の議決を経て再

入会を認める。 

 

（改正） 

２００７年６月１６日 細則４を追加 

２０１０年６月１４日 全面改正 

２０１４年６月２日 事務局及び会費に関する細則を改正 

２０１５年３月３日 会員種別に関する細則を追加 

２０１６年２月２３日 役員候補選出についての細則、財務会計細則を追加 

２０１８年６月４日 事務局に関する細則、役員候補選出についての細則を一部改定 

２０１８年６月４日 会員に関する細則を追加 

２０１９年６月３日 会員種別に関する細則（第４条４）を改正 

２０１９年 7 月１７日 役員候補選出についての細則を一部改訂 

２０１９年９月９日 会費に関する細則を一部改訂 

２０２１年７月２日 事務所に関する細則を一部改訂、全細則の条項目の表記を統一 

２０２１年 9 月 13 日 事務所に関する細則を一部改訂 


